




































































とにより、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護する」という、個人情報保護法の基本的なスタンスを示す目的規定について、改正が加えられた。すなわち、 「個人情報の有用性」に関して、 「個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業 創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活 実現に資するものであること」という視点を新たに加えている（改正法一条） 。　
これは、個人情報の有用性と当該個人情報を有する個人の権利利益の保護のバランスを図るという基本的な構図





つには、 インターネットの浸透や情報通信技術の発展により、 個人情報の利活用の実態に変化が生じたことがある。それに伴い 「ビッグデータ解析」など、個人情報保護法制定時には実現できなかったことが可能と っ で、
二一四
新たなサービスやビジネスチャンスにつなげたいというニーズが生まれた。そして、それが事業として具体化されることで、イノベーションが創出され、経済が発展し、最終的には個人・社会に便益が還元されるこ が期待されるようになった。その一方で、技術革新により、従来の個人情報保護法の定義によった場合 の取扱いについて曖昧さが残る、 いわゆる「グレーゾーン」の拡大現象が生じていたところ、 このグレーゾーンの存在 、 前記のニーズに応えうる えで一つの障壁となっていた。そのため 個人情報の定義を明確化することでグレーゾーン問題を解決し、個人情報の利用者・個人情報の主体の双方にとって 利活用の許与される部分を明確化することが図られたわけであ
（２）
。またそれと並んで、いわゆる過剰反応問題に象徴されるように、個人情報保護法につい

























スク等に記録された映像ファイルに個人情報該当性が認められるという従来の解釈を、条文として明文化したという趣旨であ にすぎない。そのような意味において、このよう 法文の改正によって従来 解釈の実質に変更が加えられたわけではない。ただし すぐ後に述べるように 近年の防犯カメラシステム 性能向上により、従来とは異なる扱いが求められるようになってきたと う状況は存在す 。　
（2） 個人識別符号
　


















のうち、 「本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するもの」 、具体的には 本人の人種、信条、社会的身分、病歴 犯罪の経歴、犯罪に り害を被った事実、その他上記趣旨に基づき政令で定める記述が含まれ ものをいう。　
要配慮個人情報は、定義にもあるように、不当な差別や偏見等が生じうる個人情報について、特に慎重な取扱い




































































一号個人識別符号は、 「特定の個人の身体の一部の特徴を電子計算機の用に供するために変換した文字、番号、記号その他の符号であって 当該特定の個人を識別することが き もの」で政令で定めるものとされて る（改正法二条二項一号） 。要するに、身体の一部の特徴をデジタル信号化した符号を指 。　
その政令（ 「個人情報の保護に関する法律施行令」 。以下「施行令」という）において、平成二八年八月現在の改
正案では、一 個人識別 に たるものとして、七類型が定められている。そのうち 一つが、①「顔 骨格及び皮膚の色並びに目、鼻、口その他の顔の部位の位置及び形状によって定まる容貌」であり、 一条一号ロとして規定されている。また 同 ホでは、②「歩行 際の姿勢及び両腕 動作、歩幅その他 歩行 態様」が、同号
二二〇

























ようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で定める記述」として、施行令の改正案では、 「本人を被疑者又は被告人として、逮捕、捜索、差押え、勾留、公訴の提起その他の刑事事件に関する手続が行われたこと」が規定されている（施行令改正案二条四項） 。そのため 街頭設置カメラを防犯目的、犯罪証拠の収集目的で使用する場合、取得した個 情報が 「要 個人情報」にあたる可能性について検討する必要が生ずる。　
要配慮個人情報の扱いについては、原則として本人同意を得て取得することが義務づけられるとともに（改正法
















い場合には、本人の同意を得ないで要配慮個人情報を取得できる場合を同時に定めている。具体的には、改正法一七条二項の各号において、①法令に基づく場合、②人の生命・身体・財産の保護のために必要があり、本人の同意を得ることが困難であるとき ③公衆衛生の向上・児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき、④国の機関・地方公共団体等による、法令の定める事務の遂行 対して協力する必要がある場合 、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき、⑤当該要配慮個 情報 、本人、国の機関、地方 共団体、改正法七六条一項各号に掲げ 者（報道機関等）そ他個人情報保護委員会規則で定め 者により公開されてい 場合、⑥その他、①─⑤に準ずる場合として政令で定める場合である。この「政令で定め 」として 施行令改正案では、⑥─Ⅰ





については、 従来から認められ いた の例外的な目的外利用 （一六条三項） 、 第三者提供の例外 （二三条一項）の場合とまったく同一である。また、利用目的の通知等に関する例外事項（一八条二項ただし書、四項）に関しても、③についてはまったく同一の事由が定められ、また、② ついても類似の趣旨が定められている。　
要配慮個人情報の本人同意の例外については、 従来から展開されてきた同一事項または類似事項に関する解釈が、































その要因は、平成二七法改正による定義規定の規定振りの修正のゆえではなく、むしろ、カメラシステム自体の機能向上 帰結であると考えられる、ということである。もちろん、カメラ映像に個人情報該当性が広く認められるようになっているといっても、そ は 具体的な場面において、従前と質的に異なる扱いが求められることになるわけではない。　
前述したように、従来の防犯カメラ映像は、その画質の悪さゆえに、少なくとも民間設置カメラの場合、個人識





たとえば、 こういった類型の条例の代表例といえる「杉並区防犯カメラ 設置及び利用に関する条例」 （以下、 「杉







例四条）のみを対象としたものではあるが、条例の定める一定の場合を除き、 「設置目的以外の目的に利用し、又は第三者に提供してはならない」ことなどを定める（同条例六条） 。さらに、情報の取得に関する場面でも、同条例は設置表示をすることを求めて るが（同条例五条二項） 、 これは個人情報保護法 適正な取得を求める規定（法一七条）や取得に際しての利用目的の通知等に関す 規定（法一八条四項四号等）の趣旨を具体化したものと解される。さらに、同条例の保存画像の加工を禁止する規定（同 例六条三項） 、防犯カメラ取扱者による情報漏えいの禁止（条例六条一項）や画像 安全管理のために必要な措置を求める規定（同条例六条四項）は、個人情報保護法上 データ内容の正確性の確保（法一九条） 、安全管理措置を求める規定（法二〇 ）に、さらに、防犯カメラ取扱者に関する、本人からの画像の開示請求に対する配慮を求める規定（同条例六条五項）や取り扱う防犯カメラの設置等に関する苦情処理に関する規定（同条例六 六項）は、個人情報保護法上の開示 法二五条） 、個人取扱事業者による苦情の処理に関する規定（法三一条）にほぼ対応する形で、防犯カメラ取扱者に求められる措置に関する規定を設けてい 。　
このように、杉並区防犯カメラ条例やそれと実質的に同一ないしはそれに準ずる内容を持つ各地の防犯カメラ条




















































































うえで、自らの個人情報を運営会社等に提供して登録した個人識別符号等の個人情報を利用するという形態のものである。個人情報 取得した運営会社等が利用目的に従った利用をしている限り、個人情報保護法の枠内でまったく問題なく行うことができるものである。この法的な枠組みは、顔認証 用 個人識別符号であろうと、従来からある氏名等の形態での個人情報であろうと、何ら異なるところ ない。　
これに対し、民間部門においても、本人の同意を得ない形態で認証機能付カメラシステムを利用する例が散見さ






はなされていないようである。このように詳細が明らかではないため 推測に基づくものでしかないが、この運用を個人情報保護法に即 検討する 以下のように整理でき であろう。　
まず利用目的は、空港の警備という とで明確に定められているものと推測される。そして、顔認証に用いる個
二三〇





































































そうだとすると、 設置 ・ 運用の法的根拠について、 改めて検討する必要が生ずる。その際には、 防犯カメラの設置 ・



























設置後の運用、たとえば画像の録画 ・ 利用についても、上記 根拠の目的を達成するのに必要な範囲であれば、
上記設置の根拠となった法令に基づく として許容されることになる。　





















の「所有者は、法令の制限内において、自由にその所有物の使用、収益及び処分をする権利を有する」といった規定、あるいは、設置・運用に不適切な点があった場合 違法性（損害賠償責任）を根拠づける民法七〇九条の「故意又は過失によって他人の権利又は法律上保護される利益を侵害した者は これによって生じた損害 賠償する責任を負う」といった規定の文言からだけでは、カメラについて、いかなる設置の態様、運用の方法が適法で、いかなる場合が違法 な のかについての具体的な基準を読み取 ことは、きわめて困難である。他方で、繰り返しになるが、従来の防犯カメラによる画像データは必ずしも個人情報にあた ものではないため、個人情報保護法の適用対象に直ちになるものでもなか た。　
杉並区防犯カメラ条例など、民間設置カメラに対して設置・運用の具体的基準を示す類型の防犯カメラ条例は、
























































































































































































































































































のシステムを導入する場合には、その設置目的以外で画像の加工等を行わない旨を、設置・運用要領に記載 こと」とする注記を定めていることが注目される。こ は、たとえば「防犯目的 設置されたカメラシステムで顔認証機能を用いる場合であれば、その目的以外に使用しない 旨を明記することで、当該システムで扱われる個人情報の利活用と利益保護とのバランス 図り、それを外部的 明示して、適正な運用を確保しよう する試みと捉えることができよう。また藤原靜雄「個人情報保護と防犯カメラ」自治実務セミナー 五一号（二〇一六年）五頁は、情報技術の驚異的な進展とプライバシー 権利・個人情報保護に対する脅威は背中合わせであり 条例策定後の定期的なレビュー・見直しという観点
街頭設置カメラの高機能化・生体認証機能と個人情報該当性
（都法五十七
–
二）
　　　
二四三
を入れることも重要であるとする。また、宇那木・前掲注（
41）論文一七頁参照。
（
43）
三宅孝之「監視・防犯カメラと犯罪予防」島大法学五九巻一号（二〇一五年）八二頁。なお、林田達男「美咲町におけ
る防犯カメラ政策」自治実務セミナー六五一号（二〇一六年）二八頁も参照。
（
44）
岡本美紀「街頭防犯カメラシステムの導入をめぐる諸問題
―
我が国と英米における現状の比較検討
―
」法学新報
一一二巻一＝二号（二〇〇五年）六二九頁、拙稿「事前予防と秩序違反行為の法的規制」刑法雑誌五四巻三号（二〇一五年）一一六頁以下、 同「犯罪の事前予防とその法的対応」警察学論集六八巻一一号（二〇一五年）一〇六頁以下参照。また、高野麿央「効果的な防犯カメラの設置・運用」自治実務セミナー六五一号（ 〇一六年）一〇頁、諸角明彦「荒川区の治安対策と防犯カメラ」同二三頁も参照。
（
45）
関・前掲注（３）書一頁以下。
（
46）
同右四頁。
（
47）
なお、宮下紘『事例で学ぶプライバシー』 （二〇一六年）四一頁参照。
　
本稿は、科学研究費助成事業（基盤研究
（C）） 「技術の高度化等に伴う街頭防犯カメラの新たな利用と法的規制の
あり方の検討」 （研究課題番号：二六三八〇〇九五）による研究成果の一部である。
